
内藤幸男と座間の未来を考える会
市政ドリル第43号

責任感

郷土愛

情熱
座間市の市政を一緒に考えましょう！

問１

問2

確かな一歩の積み重ねで座間市の未来へつなぐ。 答え 問１ ①、問２ ②

内藤幸男と座間の未来を考える会

自民党

０９０-６１０７-３４６７ 〒２５２-００２８ 座間市入谷東３‐８-２３

zama@naito-yukio.com ＨＰ 内藤幸男 検索 討議資料

３月議会版

新年度から市が所有する公共施設等の建物管理業務を委託するために導入する
事業とは？

①包括施設管理業務委託

①入谷小学校

令和６年度４つの小学校がプールの授業を市内民間プールを活用して実施します。
栗原小学校・さがみ野小学校・相武台東小学校ともう1校はどちらでしょうか？

予算案の概要

一般会計
463億8961万円
前年比4.3％

特別会計
262億5536万円
前年比1.4％

公営企業会計
77億1932万円
前年比2.9％

総計
803億6431万円
前年比3.2％

＝

令和６年

保育士確保緊急対策給付金の廃止、理解できない
令和６年度一般会計予算に対し附帯決議を提出

令和６年度一般会計予算が確定しました。しかし今回の予算
編成では、いくつか課題もあり、「附帯決議」として議会では条
件をつけさせていただきました。
中でも、保育所子ども・子育て支援事業における「保育士確

保緊急対策給付金事業」の廃止については、令和５年度に、保
育士を確保するため、市長が肝いりで行った事業であり、当時
は「待機児童解消に一定の目途がつくまでの間実施する」旨の
発言をされていたものの、「あくまでも臨時の給付金であった」
と廃止を簡単に決めました。本市の待機児童数は４年連続で県
内ワーストと不名誉な結果となっており、待機児童を減らすた
めには、受け皿となる保育所の定員数増はもちろん、受け入れ
るための体制づくりに必要な保育士の確保こそ急務です。
今定例会では、当局から「厚木市が新年度保育士確保に伴う

給付を増額し、年額５０万円を給付するため、来年度以降に保
育士の流出が十分に考えられる」と懸念も示されました。そん
な中で、さらに追い打ちとなるような保育士確保緊急対策給付
金事業の廃止については到底理解できるものではないため、
保育士確保緊急対策給付金事業の継続、拡充など、抜本的な保
育所子ども・子育て支援事業の見直しを強く求めました。
その他、新年度から始まる「包括施設管理業務委託」に伴う市

内事業者の健全経営やキャリア等の育成および、インセンティ
ブ確保の要求や、第五次座間市総合計画の行政評価に対する
内部評価の実施を求めています。

②公共建物管理業務委託 ③公共施設メンテナンス管理委託

市民税
 8,622,608

固定資産税 
8,600,813

その他市税 
2,306,538国庫支出金 

9,669,089

市債
 1,313,784

県支出金 3,554,350

地方消費税交付金 
2,820,693

地方交付税 
3,745,515

繰入金
 1,623,340

諸収入
 1,043,630

その他
 3,089,254

民生費
24,079,466

総務費

 6,043,711

土木費

 2,672,933

教育費

 4,821,328

衛生費

 3,410,455

消防費

 2,014,847

公債費

 2,661,376
その他

685,498

歳出

46,389,614千円
歳入

46,389,614千円

②座間小学校 ③旭小学校 ④立野台小学校 ⑤東原小学校



不登校児童・生徒の居場所づくりを進めます。

市立保育園に保育業務支援システムを導入するための予
算措置です。登校園や連絡事項等の情報伝達を電子化
することにより、保護者の利便性を向上させるとともに、保
育士の負担軽減を目的にしています。

・保育業務支援システム導入事業費
【2,206万円】

・リユース・リサイクル推進事業費
【2億5,762万円】

・地下水保全基本計画推進事業費【1,121万円】
地下水保全基本計画の改定作業を行うための措置。

令和６年度、政策ごとの主な新規・拡充事業

相模が丘地区に新規の認可保育所を整備します。 ・公園等管理運営費 【2億7,184万円】

資源物として収集した廃ペットボトルのベール化（圧縮し
て結束材で梱包し、俵状にする）を委託で実施します。

・コミュニティーセンター大規模改修事業費
【1億5,477万円】
相武台コミュニティセンターの改修工事、立野台コミュニテ
ィセンターの改修設計を行います。

・県央東部消防指令業務共同運用事業費
【5,129万円】
気象観測装置を更新します。

・ゼロカーボン推進補助事業費 【1,409万円】
省エネ、再エネ設備の導入を促進するため、電気自動車
購入及び太陽光発電システムの補助金を交付します。

政策Ⅰ 共に学び、健やかに育つまちづくり

・児童ホーム運営事業費【2億4,777万円】
相武台東小学校通学校区域に待機用児童ホームを新規
に開設します。

・民間保育所整備助成事業費【7,755万円】

・教育相談事業費【1,758万円】

・次世代育成支援相談事業費【1,630万円】

・小学校各種行事等活動事業費【1,302万円】

１歳未満の乳児を養育している世帯、ヤングケアラーのい
る世帯などについて、家事を支援することで孤立や負担
の軽減を目指します。支援の内容は、食事の準備・後片
付け・衣類の洗濯・居室の掃除・生活必需品の買い物な
どです。

座間小学校・栗原小学校・相武台東小学校・さがみ野小
学校の水泳指導について、民間施設を活用して実施しま
す。近年は、気温や天候などの影響から屋外市立プール
では、各学校で計画していた指導実施回数ができていな
い状況があったということです。民間の屋内プールを活用
することで、天候や気温に左右されずにプールの授業が
行えるようになります。

政策Ⅱ 地域の魅力を高め、にぎわいのあるまちづくり

政策Ⅲ 安全・安心で環境にやさしいまちづくり

政策Ⅵ 緑あふれる快適なまちづくり

スカイグリーンパーク・大阪台公園に指定管理者制度を
導入します。

・座間南林間線道路改良事業費
【2億2,008万円】

・道路台帳整備事業費 【1億1,817万円】

・コミュニティバス運行事業費
【1億3,301万円】

事業認可取得に向けた調査、設計及び関係機関との協議
を進めます。

バスロケーションシステムと乗降客カウントシステムを導
入するための予算措置です。遅延や現在地の把握に必要
不可欠な「バスの運行状況」に加えて、乗降客の多い路線
で見られる混雑による乗り残しの不安解消に資する混雑
状況をリアルタイムで把握できるように改善されます。

窓口に限定していた道路台帳情報のデジタル化を促進し
、インターネット上で公開できるようにします。

・空き家等対策事業費 【445万円】
空き家所有者の特定、相続人との交渉等の業務を委託し
ます。

政策Ⅶ 持続可能な行財政運営

・ファシリティマネジメント推進事業費
【8億539万円】
座間市の学校や公共施設などの建物運営管理業務を委
託するため、「包括施設管理業務委託」を開始します。受
託者は日本管財株式会社で、市内事業者への優先発注を
条件とすることで、直接的に市内事業者の受注機会を創
出し、さらに契約後は発注状況等を市が随時確認すること
で市内事業者への不利益が生じないよう取り組みます。ま
た、座間市公共施設再整備計画も見直します。

・デジタルトランスフォーメーション推進事業費
【821万円】
インターネットやスマートフォンを使えないことによる、情報
格差が生じないよう、デジタルデバイド対策を継続して行
います。また、市役所窓口にて、専用のタブレットを用いる
ことで、本人情報や申請内容の手書きを不要とするスマー
ト窓口の設置に向けて取り組みます。

政策Ⅳ 健康に暮らせるまちづくり

・広域救急医療事業費 【1億7,843万円】

二次救急医療機関のコメディカル体制の強化に係る委託
内容を追加します。令和６年度以降は、働き方改革に伴
い 医師の時間外労働の上限規制が適用され、その負担

軽減を図るために、従来の医師業務の一部をコメディカル
へ移管することが推進されています。 負担増が見込まれ

るコメディカル体制を強化するため、輪番の日数に応じた
委託単価を増額することで、 医師の負担軽減を図るととも

に、医療従事者個々の専門性を生かした医療水準のアッ
プが期待され、安定した医療体制の継続を目指します。



（一般質問）災害対策について 空振りは許されても見逃しは許されない

乳児のいる女性のプライバシーを守り、断水時にも利用できる「液体ミルク」の
備蓄を提案
賞味期限が短いことや保存場所に課題があることが示されましたが、期限の
迫ったものは福祉支援として有効活用することや、粉ミルクとの使い分けを予
め決めて両立させること、また、検討が単なる検討にならないため、すぐにで
きる対応としてまずは、液体ミルクを災害時に提供してもらう協定をメーカー
や小売店結ぶ努力をしてほしいとお願いをいたしました。

本年度のシェイクアウトプラス１訓練では都心南部直下地震を想定した災害
対策本部訓練や職員参集訓練が実施されました。本市は会計年度任用職員
が多いため、会計年度職員の参集や動員についての考えを尋ねたところ、ま
だまだ協議が深められていない感じがありました。最悪の状態を考え、動員
計画等の見直しを行っていただくことをお約束していただきました。

職員参集訓練の実情踏まえ、動員計画の見直しを求める

2月5日に久しぶりとなる降雪がありました。本市では当日11時47分に公式
LINEと緊急情報いさまメールで「大雪等注意報」が通知されました。気象庁で
は、16時22分に「大雪警報」が本市含めて神奈川県央エリアに発表され、隣接
する海老名市や綾瀬市、大和市では「警報」を流しておりますが、本市は、警報
に関する周知を見送っています。
曖昧の判断では、情報の内容やボリュームなどにバラつきが生まれ、職員の責
任の負担が重くなることや、その判断ができる職員がその場にいないことも考
えられることから、誰でも同等の内容を発信できる一貫した情報提供に努力す
ること、Jアラートと連動した情報提供システムの更新が必要だということを述
べさせていただきました。

降雪時の対応、近隣市は「警報」、本市はなぜ「注意報」だったのか？

「警報」と「注意報」で生じる大きな差

内閣府の「市町村のための降雪対応の手引き」を参照にお伝えすると、
警報を出すと警戒態勢がとられ、災害警戒本部が設置され、大雪前の
職員参集、道路パトロールの強化にも努めることが求められます。さら
に厳しい降雪で立往生車両等が発生している場合は災害対策本部に
切り替えられます。今回警報を出さなかった。そして警戒本部どころか
自宅待機という状況です。また、現に立往生もありましたが、把握をさ
れていません。これだけ状況が変わってしまいます。「災害においては
空振りは許されても見逃しは許されません」。改めて、危機管理という
意識を強く持っていただきたいと感じました。

避難所運営におけるＤＸ化検討から1年以上が経過。スピード感を持って対応を

避難所運営におけるDX化に関して、内閣府が主導する「クラウド型被災者支援シ
ステム」への移行について検討していることが述べられました。地方公共団体情
報システム機構が運用しており、高度なセキュリティを維持した総合行政ネットワ
ーク（LGWAN）回線を用いることで、本市住民情報システムと自治体基盤クラウ
ドシステムが連携されていることや、マイナンバーカードを活用した「り災証明書」
のオンライン申請やコンビニ交付などが可能となること。さらに、住民基本台帳デ
ータを活用することから、被災者台帳を迅速に作成するほか、拡張機能として避
難所の入退室管理も可能となることにメリットを感じているということです。



後援会へのご加入も随時募集しております。ご要望なども気軽にご相談ください。
お電話090・6107・3467もしくはメールzama@naito-yukio.comにてご連絡ください。

ISUTは、情報の「収集・集約」「地図化」「共有」を実行するチームで、
復旧にかかる時間を、情報の力で短縮することを目的に活動されてお
り、能登半島地震においても活躍されています。
防災クロスビューの情報更新やISUTSITEを更新し、生活支援場所や
自衛隊生活支援（給水・入浴・食事）場所、各都道府県にどういった団
体がどれだけ入っているかなどが分かる情報をMAPに落とし込んで可
視化し、国や県、地方自治体などに情報共有をされています。

「日本初の無電柱化条例の制定に関わったスーパー公務員」と
して知られる、小林遼平さんが取り組んでいる「つくばまちなか
デザイン」について話を伺いました。
市内中心地の公共空間を活用したオープンカフェやイベント、
働く人を支援する場所づくり、マンションと公園の一体開発コン
サル業務、パーソナルモビリティシェアリング、公園を活用した
カヌー体験やバーベキュー体験、青空ピアノ、移動図書館、地
域通貨によるまちづくりなど、中心地に賑わいを創出するため、
さまざまな事業に取り組まれていました。

愛知県東海市で「適応指導教室ほっと東海」の視察をさせてい
ただきました。児童生徒の居場所づくりやソーシャルワーカーと
ケースワーカー、心の相談員が連携したサポート体制づくりな
ど、全国的に問題となる不登校の対策を着実に取り組まれてい
ました。東海市と座間市は、人口や小中学校の数、児童生徒数
が同規模で、不登校児童生徒についても似たような傾向であり
、一方的に話を聞くだけでなく、情報交換を行いながら有意義な
時間を過ごせました。

プロフィール
生まれ：昭和５８年１月２２日
出身校：産業能率大学経営学部卒（地域環境論：
まちづくりゼミ）
職 歴：前々職 〉IT系ベンチャー企業コンサルティ
ング営業管理職 / 前職 〉(株)タウンニュース社記者
その他：座間市消防団団員（第１分団第１部）
関東若手議員の会会長 
財政研究会地方議員連盟発起人
子どもの事故予防地方議員連盟
＜今期の議員役職＞
自民党・いさま 幹事長
民生教育常任委員会 委員長 
 ICT推進検討委員会 委員長

防災科学技術研究所でISUT（情報集約支援チーム）の活動について学ぶ

市内中心地に人を集めて賑わいをつくる、つくばまちなかデザイン㈱の取り組みについて視察

東海市で「不登校児童生徒への支援について」情報交換

栃木市で、歴史的風致維持向上計画や空き家対策について研修

栃木市は古くから政治経済の中心地や交通の要衝として、多くの歴史的な
建造物が残る都市です。
平成31年3月に歴史的風致維持向上計画を策定し、歴史、文化、風土を活
かしたまちづくりを行っています。また、空き家の取り組みは、国のモデル
事業となっており、自治会と連携した空き家の早期発見活用事業や農業委
員会と連携した農地付き空き家登録、空き家バンクリフォーム補助などに
取り組み、空き家件数を5年間で267戸減少させているとのことでした。
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